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税務訴訟資料 徴収関係判決 令和３年判決分（順号２０２１－２１） 

大阪地方裁判所 令和●●年（○○）第●●号 賃料債権差押処分取消等請求事件 

国側当事者・国（大阪国税局長） 

令和３年９月２８日却下・棄却・控訴 

判    決 

原告         Ｘ 

被告         国 

同代表者法務大臣   上川 陽子 

処分行政庁      大阪国税局長 

           吉井 浩 

同指定代理人     別紙指定代理人目録記載のとおり 

主    文 

１ 本件訴えのうち、大阪国税局長が原告に対して令和元年９月１７日付けでした賃料債権差押処

分の取消しを求める部分及び大阪国税局長が原告に対して同月２０日付けでした配当処分の取消

しを求める部分をいずれも却下する。 

２ 原告のその余の請求を棄却する。 

３ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 大阪国税局長が原告に対して令和元年９月１７日付けでした賃料債権差押処分を取り消す。 

２ 大阪国税局長が原告に対して令和元年９月２０日付けでした配当処分を取り消す。 

３ 被告は、原告に対し、１４２万４３８４円及びこれに対する令和２年１０月２２日から支払

済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

処分行政庁は、原告が国税（相続税等）を滞納しているとして、その滞納国税を徴収するた

め、令和元年９月１７日、原告の第三者に対する賃料債権を差し押さえ（以下、この差押えを

「本件賃料債権差押処分」という。）、その後取立てを行い、同月２０日、給付を受けた金銭

の全額を滞納国税に配当する旨の配当処分（以下「本件配当処分」という。）をした。 

本件は、原告が、本件賃料債権差押処分に係る滞納国税の徴収権は時効等によって消滅して

いるから本件賃料債権差押処分及び本件配当処分はいずれも違法であるなどと主張して、被告

に対し、本件賃料債権差押処分及び本件配当処分の取消しを求める（第１の１及び２）ととも

に、不当利得返還請求権に基づき、本件配当処分による滞納国税への配当金額である１４２万

４３８４円及びこれに対する訴状送達の日の翌日である令和２年１０月２２日から支払済みま

で年５分の割合による遅延損害金の支払を求める（第１の３）事案である。なお、本件請求の

うち第１の１及び２について、原告は本件賃料債権差押処分及び本件配当処分の処分行政庁が

国であることを前提として各処分の取消しを求めているが、各処分の処分行政庁はいずれも大
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阪国税局長である。 

１ 関係法令等の定め 

別紙「関係法令等の定め」記載のとおりである。なお、同別紙において定めた略称は、以下、

本文でも用いる。 

２ 前提事実（当事者間に争いがないか、掲記の証拠又は弁論の全趣旨により容易に認定するこ

とができる事実） 

（１）相続の発生 

ア 第１次相続 

Ａ（以下「Ａ」という。）は、平成３年６月●日に死亡した。その相続人は、別紙「相

続人関係図」記載のとおり、長男であるＢ（原告の父。以下「Ｂ」という。）、養子であ

るＣ（Ｂの妻であり、原告の母。以下「Ｃ」という。 

）、養子である原告（Ｂ及びＣの長女〔Ａの孫〕）養子であるⅮ（原告の夫。以下

「Ⅾ」という。）、長女であるＥ、二女であるＦ、二男であるＧ、養子であるＨ（Ｇの

妻）、養子であるＩ（Ｇ及びＨの長男）及び三男であるＪの１０名であった（以下、Ａを

被相続人とする相続を「第１次相続」という。）。 

イ 第２次相続 

Ｂは、平成１９年１０月●日に死亡した。その相続人は、妻であるＣ、長女である原告、

養子であるＤ及び二女であるＫ（以下「Ｋ」という。）の４名であった（以下、Ｂを被相

続人とする相続を「第２次相続」という。）。 

ウ 第３次相続 

Ｋは、平成２４年６月●日に死亡した。その相続人は、母であるＣのみであった（以下、

Ｋを被相続人とする相続を「第３次相続」という。）。 

エ 第４次相続 

Ｃは、平成２８年３月●日に死亡した。その相続人は、長女である原告及び養子である

Ｄの２名であった（以下、Ｃを被相続人とする相続を「第４次相続」という。）。 

（２）Ｂによる第１次相続に関する相続税の申告等 

ア 本件申告 

（ア）本件物納申請１ 

Ｂは、平成３年１２月●日、枚方税務署長に対し、相続税の申告書を提出して第１次

相続に関する相続税を申告し（納付すべき税額５億１４８８万６２００円。以下、この

申告を「本件申告」という。）、併せて、本件申告に係る相続税のうち１億１３５７万

７１００円について、相続税物納申請書を提出して物納申請した（以下、この物納申請

を「本件物納申請１」という。）。（乙６、８） 

（イ）本件物納申請１に係る申請書の「徴収猶予決議」欄の記載 

本件物納申請１に係る申請書の「徴収猶予決議」欄には、決議日として「３・１２・

２７」の日付印が押されている。また、上記「徴収猶予決議」欄のうち、署長、副署長、

総務課長の各決裁欄には「委任事項」との記載があり、統括官の決裁欄には統括官の印

が押されている（以下、この決議欄においてされたと被告が主張する決議を「本件徴収

猶予決議１」という。本件徴収猶予決議１の成立等については、後記争点３のとおり、

当事者間に争いがある。）。（乙８） 
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イ 本件修正申告 

（ア）本件物納申請２ 

Ｂは、平成６年１０月４日、枚方税務署長に対し、本件申告の内容を修正する旨の修

正申告書を提出した（差引税額〔納付すべき税額〕５７万０２００円。以下、この修正

申告を「本件修正申告」という。）。また、本件修正申告に係る相続税５７万０２００

円について、相続税物納申請書を提出して物納申請をした（以下、この物納申請を「本

件物納申請２」といい、本件物納申請１と併せて「本件各物納申請」という。）。（乙

７、９） 

（イ）本件物納申請２に係る徴収猶予決議書の記載 

本件物納申請２に係る徴収猶予決議書には、本件物納申請２に係る相続税について、

平成６年１０月５日から物納申請の許可又は却下がされるまでの間、その徴収を猶予す

る旨の記載がある。また、上記徴収猶予決議書のうち、署長、副署長、総務課長の各決

裁欄には「委任事項」との記載があり、統括官の決裁欄には統括官の印が押されている

（以下、この決裁欄においてされたと被告が主張する決議を「本件徴収猶予決議２」と

いい、本件徴収猶予決議１と併せて「本件各徴収猶予決議」という。本件徴収猶予決議

２の成立等については、後記争点３のとおり、当事者間に争いがある。）。（乙１０） 

（３）大阪国税局長による本件各物納申請の却下 

枚方税務署長から通則法４３条３項に基づき徴収の引継ぎを受けた大阪国税局長は、平成

１４年１１月１５日、本件各物納申請をいずれも却下した。（乙１２、１３） 

（４）大阪国税局長による本件雑種地差押え 

大阪国税局長は、本件申告及び本件修正申告に係るＢの第１次相続における相続税を徴収す

るため、平成１６年５月３１日付けで、Ｂが所有する別紙物件目録記載１の土地（以下「本

件雑種地」という。）を差し押さえ、同年６月１日、その旨の登記をした（以下、この差押

えを「本件雑種地差押え」という。）。本件雑種地差押えの効力は、現在まで継続している。

（甲３、４） 

（５）本件交付要求、その解除、改めての交付要求 

大阪国税局長は、令和元年５月２９日、執行機関である大阪国税局長に対し、本件雑種地

について、交付要求をした（以下、この交付要求を「本件交付要求」という。）。（甲５） 

大阪国税局長は、令和元年８月２８日付けで本件交付要求を解除し、これを原告に通知す

るとともに、同日、改めて、執行機関である大阪国税局長に対し、本件雑種地について、交

付要求をした（本件交付要求と対比すると、原告の滞納国税等の内容は同じであるが、相続

税法３４条１項又は２項の規定による価額を限度とする連帯納付義務の内容が異なる。）。

（甲６、乙１４） 

（６）本件賃料債権差押処分 

大阪国税局徴収職員は、原告が別表「原告の国税（本件賃料債権差押処分に係るもの）」

（以下「別表」といい、別表記載の滞納国税を番号ごとに「別表滞納国税１」などとい

う。）記載の国税を滞納しているとして、その徴収のため、令和元年９月１７日、別紙物件

目録記載２の土地（以下「本件宅地」という。）の原告持分について、原告が本件宅地の賃

借人である株式会社Ｌに対して有する平成３１年１月分から令和元年８月分までの賃料債権

１４２万４３８４円を差し押さえ（本件賃料債権差押処分）、令和元年９月１７日、その全
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額を同社から取り立てた。（甲１、７、乙１） 

（７）本件配当処分 

大阪国税局長は、令和元年９月２０日、換価代金等の交付期日を同月２７日午前１０時と

して、上記（６）のとおり取り立てた１４２万４３８４円の全額を滞納国税に配当する旨の

配当分を行い（本件配当処分）、同月２７日、これを滞納国税に充当した。（甲８、乙１） 

（８）原告による審査請求 

原告は、令和元年１２月１７日、国税不服審判所長に対し、本件賃料債権差押処分の取消

しを求める旨の審査請求をした。（乙２） 

また、原告は、令和元年１２月１８日、国税不服審判所長に対し、本件配当処分の取消し

を求める旨の審査請求をした。（乙３） 

国税不服審判所長は、令和２年４月９日、本件賃料債権差押処分の取消しを求める旨の審

査請求については、上記（６）の取立てにより目的を達して消滅しており、原告はその取消

しを求める法律上の利益を有しないとの理由でこれを却下する旨の裁決をし、本件配当処分

の取消しを求める旨の審査請求については、法定の不服申立期限を経過した後にされた不適

法な審査請求であるとの理由でこれを却下する旨の裁決をした。（乙４、５） 

（９）本件訴えの提起 

原告は、令和２年１０月７日、本件訴えを提起した。 

３ 争点 

（本案前の争点〔第１の１及び２に関し〕） 

（１）本件賃料債権差押処分の取消しの訴えの適法性（訴えの利益の有無）（争点１） 

（２）本件配当処分の取消しの訴えの適法性（適法な審査請求前置の有無）（争点２） 

（本案の争点〔第１の１ないし３に関し〕） 

（３）滞納国税が時効により消滅したか否か（争点３） 

（４）滞納国税が交付要求解除の通知により消滅したか否か（争点４） 

４ 争点に関する当事者の主張 

（１）争点１（本件賃料債権差押処分の取消しの訴えの適法性〔訴えの利益の有無〕）について 

（原告の主張） 

本件賃料債権差押処分の取消訴訟に係る訴えについて訴えの利益はあるから、当該訴えは、

適法である。 

（被告の主張） 

滞納処分としての債権の差押えは、滞納者に対して債権の取立てその他の処分を禁止する

とともに第三債務者に対して滞納者への弁済を禁止するものであり（徴収法６２条２項）、

第三債務者に対する債権差押通知書の送達により行われる（同条１項）。差押えの効力は、

債券差押通知書が第三債務者に送達された時に生じ（同条３項）、徴収職員は、差し押さえ

た債権の取立てをすることができる（同法６７条１項）。徴収職員が差し押さえた債権の取

立てにより金銭を取り立てたときは、その限度において、滞納者から差押えに係る国税を徴

収したものとみなされる（同条３項）。そうすると、金銭債権の差押処分は、徴収職員が差

し押さえた債権の取立てを行うことにより、その目的を達してその法的効果が消滅すること

になる。そして、債権差押処分は差押えに係る国税の存否を確定するなどの法的効果を生ず

るものではないこと、債権差押処分がされたことを理由に滞納者を法律上不利益に扱う法令
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の規定も存在しないこと、債権差押処分が取り消された場合にその被差押債権が復活すると

解すべき根拠もないことをも併せ考慮すれば、取立てにより債権差押処分の法的効果が消滅

した後においては、滞納者は、債権差押処分の取消しによって回復すべき法律上の利益を有

しない。 

本件においては、令和元年９月１７日に本件賃料債権差押処分がされるとともに、同日、

差し押さえられた賃料債権の取立てがされたことから、本件賃料債権差押処分は、その目的

を達してその法的効果は消滅した。したがって、原告が本件賃料債権差押処分の取消しによ

って回復すべき法律上の利益はなく、本件賃料債権差押処分の取消しの訴えは、不適法であ

る。 

（２）争点２（本件配当処分の取消しの訴えの適法性〔適法な審査請求前置の有無〕）について 

（原告の主張） 

本件配当処分の取消しを求める旨の審査請求を却下した裁決は明白に誤っており、本件配

当処分の取消しの訴えは、適法である。 

（被告の主張） 

換価代金等の配当処分に対し欠陥があることを理由とする不服申立ては、換価代金等の交

付期日まででなければすることができない（徴収法１７１条１項４号）。 

本件配当処分に係る換価代金等の交付期日は令和元年９月２７日午前１０時であるところ、

原告が本件配当処分についての取消しを求める旨の審査請求をしたのは交付期日よりも後の

同年１２月１８日であるから、同審査請求は法定の不服申立期限を経過した後にされた不適

法なものである。したがって、本件配当処分の取消しの訴えは、適法な審査請求の前置（通

則法１１５条）を欠き、不適法である。 

（３）争点３（滞納国税が時効により消滅したか否か）について 

（原告の主張） 

ア 別表滞納国税３・９・１３～１６の時効による消滅 

Ｂに対する相続税の徴収権のうち、別表滞納国税３・９・１３については、法定納期限

である平成３年１２月●日の翌日から５年後である平成８年１２月●日の経過により、そ

の援用を要することなく、時効により消滅し、別表滞納国税１４～１６については、法定

納期限である平成６年１０月４日の翌日から５年後である平成１１年１０月４日経過によ

り、その援用を要することなく、時効により消滅した（通則法７２条１項、２項）。 

イ 被告の主張について 

これに対し、被告は、本件各徴収猶予決議がされたことから納税の猶予に係る部分の国

税についてはその猶予がされていた期間内は時効が進行せず、かつ、猶予がされていた期

間の終了後約１年半で差押えがされたことによって時効が中断した旨主張するが、次のと

おり、本件各徴収猶予決議による時効が進行しない効果は生じていない。 

（ア）本件各徴収猶予決議の不成立 

相続税法４０条１項の規定によれば徴収猶予の権限を有するのは税務署長であるとこ

ろ、本件各物納申請に係る徴収猶予決議の決裁欄に作成日や税務署長の決裁印がないこ

とからすれば、本件各徴収猶予決議は成立していないと考えられる。 

（イ）本件各徴収猶予決議の効力不発生 

行政行為は表示行為によって成立するものであって、行政機関の内部で確定したもの
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であっても、外部に表示しない間は意思表示ではあり得ず、行政行為が書面の作成によ

って表示されたときは書面の作成によって行政行為が成立し、その書面の到達によって

行政行為としての効力を生ずる。被告は、本件各徴収猶予決議がＢに通知された旨主張

するが、通知に係る文書送付記録簿が現存しないこと等からすれば、本件各徴収猶予決

議はＢに通知されておらず、その効力は生じない。 

（被告の主張） 

ア 第１次相続に係るＢの相続税が時効により消滅していないこと 

第１次相続に係るＢの相続税は、次のとおり、時効の中断事由等があるため、時効によ

り消滅していない。 

（ア）猶予期間内においては国税の徴収権の時効が進行しないこと 

国税の徴収権の時効は、延納、納税の猶予又は徴収若しくは滞納処分に関する猶予に

係る部分の国税（当該部分の国税に併せて納付すべき延滞税及び利子税を含む。）につ

き、その延納又は猶予がされている期間内は、進行しない（通則法７３条４項）。税務

署長は、相続税物納申請書（相続税法４１条、４２条１項参照）の提出があった場合に

おいて相当の事由があると認めるときは、相続税の全部又は一部の徴収を猶予すること

ができる（相続税法４２条３２項、４０条１項）。 

（イ）本件申告に係る相続税が時効により消滅していないこと 

Ｂの本件申告に係る相続税の法定納期限は平成３年１２月●日であるが、同月２７日、

物納申請に係る相続税について、その徴収を猶予する決議がされたことから、同日から

平成１４年１１月１５日付けで物納申請が却下されるまでの間は、徴収の猶予により時

効が進行しない。そして、本件申告に係る相続税について、平成１６年５月３１日付け

で本件雑種地の差押えがされたことによって時効が中断し（通則法７２条３項、民法

〔平成２９年法律第４４号による訂正前のもの。以下同じ。〕１４７条２号）、その差

押えの効力は、現在まで継続していることから、時効中断の効力も継続している。 

したがって、本件申告に係る相続税は、時効により消滅していない。 

（ウ）本件修正申告に係る相続税が時効により消滅していないこと 

Ｂの本件修正申告に係る相続税の法定納期限は、本件申告に係る相続税と同じく平成

３年１２月●日であるが、修正申告は時効中断事由としての承認（通則法７２条３項、

民法１４７条３号）に該当するから、修正申告がされた平成６年１０月４日に時効が中

断し、その翌日である同月５日から新たに進行を始めることになる（通則法７２条３項、

民法１５７条１項）。ただし、物納申請に係る相続税については、同日から物納申請の

許可又は却下がされるまでの間はその徴収を猶予する旨の決議がされたことから、同日

から平成１４年１１月１５日付けで物納申請が却下されるまでの間は、徴収の猶予によ

り時効が進行しない。そして、本件修正申告に係る相続税について、平成１６年５月３

１日付けで本件雑種地の差押えがされたことによって時効が中断し（通則法７２条３項、

民法１４７条２号）、その差押えの効力が現在まで継続していることから、時効中断の

効力も継続している。 

したがって、本件修正申告に係る相続税は、時効により消滅していない。 

イ 原告の主張について 

これに対し、原告は、本件各徴収猶予決議が成立しておらず、効力が発生していない旨
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主張するが、次のとおり、本件各徴収猶予決議は成立し、かつ、効力が発生している。 

（ア）本件各徴収猶予決議の成立 

物納延納申請に伴う徴収猶予に関する決裁権限は、枚方税務署長から統括官に委任さ

れており（専決。乙１５）、本件においては、委任を受けた統括官が専決により本件各

徴収猶予決議をしたものである。したがって、本件各徴収猶予決議において枚方税務署

長の決裁印がなくても、本件各徴収猶予決議は、成立している。なお、原告は、本件物

納申請２に係る徴収猶予決議書（乙１０）の決議年月日欄が空欄である点も指摘するが、

起案日である平成６年１０月４日頃に決裁権限の委任を受けた統括官の専決により本件

徴収猶予決議２が成立したことは明らかである。 

（イ）本件各徴収猶予決議の効力発生 

徴収の猶予の効力は、税務署長の徴収猶予決議によって生じ、物納申請者への通知が

効力発生の要件となるものではない。 

また、この点を措くとしても、枚方税務署の担当国税徴収官は、Ｂ宛てに徴収猶予通

知書を普通郵便で発送し、これが返戻されたことはなかったのであるから（乙１７、１

８）、我が国の郵便事情に照らせば、徴収猶予通知書がＢに到達したと認められる。な

お、文書発送記録簿が現存しないことは、保存期間経過のためにすぎず（乙１７、１

８）、発送の事実を否定するものではない。 

（４）争点４（滞納国税が交付要求解除の通知により消滅したか否か）について 

（原告の主張） 

交付要求の解除は、交付要求に係る国税が消滅した旨の意思表示である。したがって、別

表滞納国税１・２・４～８、１０～１２・１７（別表滞納国税のうち、時効により消滅した

ものを除くもの）は、令和元年８月３０日に原告が同月２８日付けの交付要求解除通知書

（甲６）を受領した時点で、全て消滅した。 

（被告の主張） 

徴収法８４条１項は、納付、充当、更正の取消しその他の理由により交付要求に係る国税

が消滅したときは交付要求を解除しなければならないとして、交付要求の解除が義務付けら

れる場合について規定したものにすぎず、同項に規定する場合以外の場合に交付要求を解除

することを禁止したものではないし、交付要求の解除の効果として交付要求に係る国税が消

滅する旨を規定したものでもない。したがって、交付要求が解除されたことが直ちに交付要

求に係る国税の消滅を意味するものではなく、本件においては交付要求に係る国税の消滅事

由は認められない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点１（本件賃料債権差押処分の取消しの訴えの適法性〔訴えの利益の有無〕）について 

（１）滞納処分としての債権差押処分には、滞納者に対し取立てその他の処分を禁じる効力と、

第三債務者に対して弁済を禁じる効力とがある（徴収法６２条２項）。そして、徴収職員は、

債権を差し押さえた後、差し押さえた債権の取立てをすることができ、これにより金銭を取

り立てたときは、その限度において、滞納者から差押えに係る税金を徴収したものとみなさ

れる（徴収法６７条１項、３項）。他方、債権差押処分が取り消された場合に、被差押債権

が当然に復活すると解すべき根拠は見当たらない。 

上記の徴収法の各規定によれば、徴収職員が債権差押処分をした後、差し押さえた債権の
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取立てを行い、第三債務者がこれに応じて徴収職員に金銭を交付した場合は、その限度にお

いて、債権差押処分は処分としての目的を達し、その法的効果は消滅するものと解される。 

（２）これを本件についてみると、前記前提事実（６）のとおり、大阪国税局徴収職員は、令和

元年９月１７日、本件賃料債権差押処分をするとともに、同日、差し押さえた賃料全額の取

立てをしたことから、本件賃料債権差押処分はその目的を達し、その法的効果は消滅してお

り、原告が本件賃料債権差押処分の取消しにとって回復すべき法律上の利益は認められない。 

（３）したがって、本件賃料債権差押処分の取消しの訴えは、不適法である。 

２ 争点２（本件配当処分の取消しの訴えの適法性〔適法な審査請求前置の有無〕）について 

（１）通則法は、国税に関する法律に基づく処分で不服申立てをすることができるものについて、

その取消しを求める訴えは審査請求についての裁決を経た後でなければ提起することができ

ない旨定める（通則法１１５条１項本文）。また、徴収法は、換価代金等の配当処分に係る

審査請求は換価代金等の交付期日までにしなければならない旨定める（徴収法１７１条１項

４号）。 

（２）前記前提事実（７）のとおり、本件配当処分の換価代金等の交付期日は、令和元年９月２

７日午前１０時とされていたことから、本件配当処分に対する不服申立ては、同日同時刻ま

でにしなければならなかった。しかし、原告が本件配当処分の取消しを求める旨の審査請求

をしたのは同日同時刻よりも後の同年１２月１８日であるから（前記前提事実（８））、当

該審査請求は、不服申立期間が経過した後にされた不適法なものである。また、本件につい

て、審査請求についての裁決を経ずに訴えを提起できる場合（通則法１１５条１項ただし

書）に該当するような事実も見当たらない。 

（３）以上によれば、本件配当処分の取消しの訴えは、適法な審査請求の前置（通則法１１５条

１項）を経ずにされたものであり、不適法である。 

３ 争点３（滞納国税が時効により消滅したか否か）について 

（１）原告は、Ｂに対する相続税の徴収権のうち、別表滞納国税３・９・１３～１６については、

各法定納期限の翌日から５年の経過により時効消滅した旨主張するのに対し、被告は、本件

各徴収猶予決議がされたことから納税の猶予に係る部分の国税についてはその猶予がされて

いた期間内は時効が進行せず、かつ、猶予がされていた期間の終了後約１年半で差押えがさ

れたことによって時効が中断した旨主張して争っており、本件各徴収猶予決議の成立等が問

題となっている。 

（２）そこで、本件各徴収猶予決議の成立等について検討する。 

ア 本件各徴収猶予決議の成立 

本件各物納申請がされた平成３年及び平成６年当時、相続税法は、税務署長が一定の要

件を充足したと認めて許可した場合に限り物納を認めることとしており（平成１２年法律

第９７号による改正前の相続税法４１条１項、通則法３４条３項）、また、物納の許否の

審査には一定の期間を要することから、審査の期間中は徴収を猶予することができること

としていた（平成１８年法律第１０号による改正前の相続税法４２条５項、４０条１項）。

このような相続税の納税義務者による物納申請に伴う徴収猶予は、本来的には税務署長の

権限に属するが、税務署処務規程（昭和４８年訓令第１３号）により、枚方税務署につい

ては本来的権限者である署長の委任を受けた統括官が行うとされることが認められる（税

務署処務規程〔乙１５〕１８条１項１号、別表第３表の３の（９６））。 
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そして、前記前提事実（２）のとおり、①本件物納申請１に係る申請書の「徴収猶予決

議」欄には、徴収猶予決議日の記載及び統括官の押印が、②本件物納申請２に係る徴収猶

予決議書には、本件徴収猶予決議２を行う旨の記載及び統括官の押印が、それぞれ認めら

れる。また、➂担当国税徴収官は、本件各物納申請に係る相続税について徴収猶予決議が

された旨陳述するところ（乙１７、１８）、同陳述部分は、上記の税務署処務規程の規定

内容等に照らして、十分に信用することができる。 

したがって、本件各徴収猶予決議は、成立した（すなわち、権限を有する者によって適

法された）ものと認められる。 

イ 本件各徴収猶予決議の効力 

枚方税務署の担当国税徴収官は、Ｂに対して徴収猶予通知書を普通郵便で発送しており

これが返戻されたことはない旨陳述するところ（乙１７、１８）、同陳述部分は、我が国

の郵便事情や本件各徴収猶予決議に係る書面の記載内容等に照らして、十分に信用するこ

とができる。そして、上記陳述部分によれば、本件各徴収猶予決議に係る通知書がＢに対

して発送され到達したことが認められる。したがって、本件各徴収猶予決議は、その効力

を有するものと認められる。 

これに対し、原告は、本件各徴収猶予決議に係る通知書の文書発送記録簿が現存しない

ことを根拠に、徴収猶予通知書が発送された事実は認められない旨主張する。しかし、①

現在の国税庁における行政文書の取扱規則等によれば、徴収猶予通知書の発送記録簿は簡

易決議簿兼行政文書発送記録簿に該当し、その保存期間は５年とされていること（乙１９

～２１）、②担当国税徴収官が文書発送記録簿は保存期間の経過により現存していない旨

陳述し（乙１７、１８）、同陳述部分は①の内容に照らして十分に信用することができる

こと等の事情を総合すれば、本件各徴収猶予決議に係る通知書が発送された平成３年及び

平成６年当時においても、徴収猶予通知書の発送に係る文書発送記録簿については一定の

保存期間の後に廃棄する取扱いがされており、既に保存期間の経過により廃棄されたもの

と推認される。そうすると、本件各徴収猶予決議に係る通知書の文書発送記録簿が現存し

ないからといって、本件各徴収猶予決議に係る通知書が発送されなかったと推認すること

は困難である。 

したがって、原告の上記主張は採用することができない。 

（３）次に、本件各徴収猶予決議の成立等が認められることを前提に、別表滞納国税３・９・１

３～１６が時効により消滅したか否かについて検討する。 

別表滞納国税３・９・１３～１６は、いずれもＢの第１次相続における相続税を原告が承

継したとされているものである。本件申告に係るＢの相続税の法定納期限は平成３年１２月

●日であるが、同月２７日、本件徴収猶予決議１がされたことから、同日から平成１４年１

１月１５日付けで本件物納申請１が却下されるまでの間は、徴収の猶予により時効が進行し

ないことになる（平成１２年法律第９７号による改正前の通則法７３条４項）。そして、本

件申告に係るＢの相続税について、平成１６年５月３１日付けで本件雑種地の差押えがされ

たこと（前記前提事実（４））によって時効が中断し（通則法７２条３項、民法１４７条２

号）、その差押えの効力は現在まで継続していることから、時効中断の効力も継続している。 

また、本件修正申告に係るＢの相続税の法定納期限は平成３年１２月●日であるが、本件

修正申告がされた平成６年１０月４日に承認により時効が中断し（通則法７２条３項、民法
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１４７条３号）、同日頃、本件徴収猶予決議２がされたことから、同月５日から平成１４年

１１月１５日付けで本件物納申請２が却下されるまでの間は、徴収の猶予により時効が進行

しない（平成１２年法律第９７号による改正前の通則法７３条４項）。そして、本件修正申

告に係るＢの相続税について、平成１６年５月３１日付けで本件雑種地の差押えがされたこ

とによって時効が中断し、その差押えの効力は現在まで継続していることから、時効中断の

効力も継続している。 

（４）したがって、別表滞納国税３・９・１３～１６は、時効により消滅していない。 

４ 争点４（滞納国税の交付要求解除の通知により消滅したか否か）について 

（１）原告は、交付要求の解除は交付要求に係る国税が消滅した旨の意思表示であると解すべき

であるから、別表滞納国税１・２・４～８、１０～１２・１７は令和元年８月３０日に原告

が同月２８日付けで交付要求解除通知書を受領した時点で全て消滅した旨主張する。 

（２）そこで検討すると、交付要求は、国税の滞納者の財産について強制換価手続が行われた場

合に、当該強制換価手続の執行機関に対し滞納に係る国税について換価代金を交付すべきこ

とを要求するものである（徴収法８２条１項）。そうすると、納付、充当、更正の取消しそ

の他の理由により交付要求に係る国税が消滅した場合にその交付要求の解除が義務付けられ

る（同法８４条１項）としても、交付要求の解除は同項に規定する場合に限られるものでは

ないのであって、交付要求の解除により交付要求に係る国税が消滅するものではないと解さ

れる。また、本件においては、前記前提事実（５）のとおり、大阪国税局長は、令和元年８

月２８日付けで本件交付要求を解除し、これを原告に通知したが、同日、改めて執行機関で

ある大阪国税局長に対し交付要求をしたものであって（本件交付要求と対比すると、原告の

滞納国税等の内容は同じである。）、本件交付要求に係る国税の消滅事由は何ら見当たらな

い。 

（３）したがって、別表滞納国税１・２・４～８・１０～１２・１７は、本件交付要求の解除の

通知により消滅したとは認められない。 

５ まとめ 

以上によれば、原告の請求のうち、本件賃料債権差押処分の取消しを求める部分は訴えの利

益を欠く不適法なものであり（上記１）、本件配当処分の取消しを求める部分は適法な審査請

求の前置を経ずにされた不適法なものである（上記２）。 

また、原告の請求のうち、不当利得返還を求める部分は、別表滞納国税３・９・１３～１６

が時効により消滅しておらず（上記３）、別表滞納国税１・２・４～８・１０～１２・１７が

本件交付要求の解除の通知により消滅したとは認められない（上記４）結果、第１次相続に係

るＢの相続税の納税義務が第２次相続、第３次相続、第４次相続を経て原告（及びＤ）に承継

されていることになり（前記前提事実（１））、本件賃料債権差押処分及び本件配当処分には

「法律上の原因」があるといえるから、理由がない。 

第４ 結論 

よって、原告の訴えのうち、本件賃料債権差押処分及び本件配当処分の各取消しを求める部

分は不適法であるからこれらをいずれも却下し、その余の請求は理由がないからこれを棄却す

ることとして、主文のとおり判決する。 

大阪地方裁判所第７民事部 
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裁判長裁判官 山地 修 

裁判官 太田 章子 

裁判官 山田 慎悟 
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（別紙） 

指定代理人目録 

石間 大輔、井上 裕貴、小泉 雄寛、美馬 本進、原口 真澄、濱田 良子、永濱 雅幸 

以上 
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（別紙） 

関係法令等の定め 

１ 国税徴収法（以下「徴収法」という。） 

（１）徴収職員は、次の各号のいずれかに該当するときは、差押えを解除しなければならない

（７９条１項）。 

一 納付、充当、更正の取消その他の理由により差押えに係る国税の全額が消滅したとき。 

二 差押財産の価額がその差押えに係る滞納処分費及び差押えに係る国税に先立つ他の国税、

地方税その他の債権の合計額を超える見込みがなくなったとき。 

（２）税務署長は、有価証券、債権又は無体財産権等の差押えにより第三債務者等から給付を受

けた金銭を徴収法第５章第４節の定めるところにより配当しなければならない（１２８条１

項２号）。 

（３）国税通則法（以下「通則法」という。）４３条３項により国税局長が徴収の引継ぎを受け

た場合等における徴収法（１５９条２項、１７３条、１８２条及び１８３条を除く。）の規

定の適用については、「税務署長」又は「税務署」とあるのは、「国税局長」又は「国税

局」とする（１８４条）。 

（４）滞納処分について、換価代金等（差押財産等の売却代金及び債権差押え等により第三債務

者等から給付を受けた金銭をいう。１２９条１項）の配当に関し欠陥があることを理由とし

てする不服申立て（通則法１１条又は７７条の規定により不服申立てをすることができる期

間を経過したもの及び通則法７５条３項又は４項の規定による審査請求を除く。）は、これ

らの規定にかかわらず、換価代金等の交付期日まででなければ、することができない（１７

１条１項４号）。 

２ 通則法 

（１）国税局長は、必要があると認めるときは、その管轄区域内の地域を所轄する税務署長から

その徴収する国税について徴収の引継ぎを受けることができる（４３条３項）。 

（２）国税の徴収権の時効については、通則法第７章第２節に別段の定めがあるものを除き、民

法の規定を準用する（７２条３項）。 

（３）国税の徴収権の時効は、延納、納税の猶予又は徴収若しくは滞納処分に関する猶予に係る

部分の国税（当該部分の国税に併せて納付すべき延滞税及び利子税を含む。）につき、その

延納又は猶予がされている期間内は、進行しない（７３条４項）。 

（４）国税に関する法律に基づく処分（８０条３項に規定する処分を除く。）で不服申立てをす

ることができるものの取消しを求める訴えは、審査請求についての裁決を経た後でなければ、

提起することができない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない

（１１５条１項）。 

一 国税不服審判所長又は国税庁長官に対して審査請求がされた日の翌日から起算して３月

を経過しても裁決がないとき。 

二 更正決定等の取消しを求める訴えを提起した者が、その訴訟の係属している間に当該更

正決定等に係る国税の課税標準等又は税額等についてされた他の更正決定等の取消しを求

めようとするとき。 

三 審査請求についての裁決を経ることにより生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要が
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あるとき、その他その裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

以上 
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別紙、別表 省略 


